
宮 崎 県 公 報 平成 23年 10月 20日（木曜日） 号外 第 78号

頁

告 示

○宮崎県林業・木材産業改善資金貸付規程の一部

を改正する告示……………………………………（山村・木材振興課）１

宮 崎 県 公 報
平成23年10月20日（木曜日）号外 第78号

発 行 定 日 毎週月・木曜日

購読料（送料共）１年 36,000円

害 1害

発 行 宮 崎 県

印 刷 宮崎市旭１丁目６番25号

小 柳 印 刷 株 式 会 社

目 次

告告 示示

宮崎県林業・木材産業改善資金貸付規程の一部を改正する告示をここに公表する。

平成23年10月20日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 874号

宮崎県林業・木材産業改善資金貸付規程の一部を改正する告示

宮崎県林業・木材産業改善資金貸付規程（平成16年宮崎県告示第 570号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（趣旨）

第１条 この規程は、林業・木材産業改善資金助成法（昭和51年法

律第42号。以下「法」という。）、林業・木材産業改善資金助成

法施行令（昭和51年政令第 131号）及び林業・木材産業改善資金

助成法施行規則（平成15年農林水産省令第55号）並びに中小企業

者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律（平

成20年法律第38号。以下「農商工等連携促進法」という。）、中

小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法

律施行令（平成20年政令第 234号）及び中小企業者と農林漁業者

との連携による事業活動の促進に関する法律第４条第２項第２号

イの農業者等が実施する農業改良措置を支援するための措置等を

定める省令（平成20年農林水産省第48号）に定めるもののほか、

林業・木材産業改善資金の貸付けに関し必要な事項を定めるもの

とする。

（定義）

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。

（１）～（５） ［略］

（６） 認定中小企業者 農商工等連携促進法第11条第１項に規定

する認定中小企業者をいう。

（趣旨）

第１条 この規程は、林業・木材産業改善資金助成法（昭和51年法

律第42号。以下「法」という。）、林業・木材産業改善資金助成

法施行令（昭和51年政令第 131号）及び林業・木材産業改善資金

助成法施行規則（平成15年農林水産省令第55号）、中小企業者と

農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律（平成20

年法律第38号。以下「農商工等連携促進法」という。）、中小企

業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律施

行令（平成20年政令第 234号）及び中小企業者と農林漁業者との

連携による事業活動の促進に関する法律第４条第２項第２号イの

農業者等が実施する農業改良措置を支援するための措置等を定め

る省令（平成20年農林水産省令第48号）並びに地域資源を活用し

た農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利

用促進に関する法律（平成22年法律第67号。以下「六次産業化法

」という。）、地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の

創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律施行令（平

成23年政令第15号）及び地域資源を活用した農林漁業者等による

新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律施

行規則（平成23年農林水産省令第７号）に定めるもののほか、林

業・木材産業改善資金の貸付けに関し必要な事項を定めるものと

する。

（定義）

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。

（１）～（５） ［略］

（６） 認定中小企業者 農商工等連携促進法第４条第１項の認定

を受けた認定中小企業者をいう。

（７） 認定農林漁業者等 六次産業化法第５条第１項の認定を受
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（７） ［略］

（貸付事業）

第３条 県は、予算の範囲内において、次に掲げる事業を行う。

（１）・（２） ［略］

（３） 林業従事者等及び認定中小企業者に対する林業・木材産業

改善資金の貸付けの業務を行う融資機関に対する当該業務に必

要な資金（以下「県貸付金」という。）の貸付けの事業

（貸付限度額、償還期間等）

第４条 ［略］

２ 貸付金の償還期間（据置期間を含む。以下同じ。）及び据置期

間は次の表のとおりとする。ただし、機械又は施設を購入するた

めの資金を借り入れる場合の償還期間及び据置期間は減価償却資

産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定め

る耐用年数以内とする。

３ ［略］

（貸付資格）

第５条 林業・木材産業改善資金の貸付けを受けることができる資

格（以下「貸付資格」という。）を有するものは、次に掲げるも

のとする。

（１） ［略］

（２） 木材産業に属する事業を営む者（資本の額若しくは出資の

総額が 1，000万円以下の会社又は常時使用する従事者の数が 1

00人（木材製造業を営む者にあっては、 300人）以下の会社若

しくは個人に限る。）

（３） ［略］

（４） 林業を行う法人で林業従事者の組織する団体以外のもの（

会社にあっては、資本の額若しくは出資の総額が 1，000万円以

下のもの又は常時使用する従業者の数が 300人以下のものに限

る。）

（５） ［略］

２ ［略］

（貸付資格の認定）

第６条 ［略］

２ ［略］

けた認定農林漁業者等をいう。

（８） ［略］

（貸付事業）

第３条 県は、予算の範囲内において、次に掲げる事業を行う。

（１）・（２） ［略］

（３） 認定農林漁業者等に対する林業・木材産業改善資金の貸付

けの事業

（４） 林業従事者等、認定中小企業者及び認定農林漁業者等に対

する林業・木材産業改善資金の貸付けの業務を行う融資機関に

対する当該業務に必要な資金（以下「県貸付金」という。）の

貸付けの事業

（貸付限度額、償還期間等）

第４条 ［略］

２ 貸付金の償還期間（据置期間を含む。以下同じ。）及び据置期

間は次の表のとおりとする。ただし、機械又は施設を購入するた

めの資金を借り入れる場合の償還期間及び据置期間は減価償却資

産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定め

る耐用年数以内とする。

３ ［略］

（貸付資格）

第５条 林業・木材産業改善資金の貸付けを受けることができる資

格（以下「貸付資格」という。）を有するものは、次に掲げるも

のとする。

（１） ［略］

（２） 木材産業に属する事業を営む者（資本金の額若しくは出資

の総額が 1，000万円以下の会社又は常時使用する従業者の数が

100人（木材製造業を営む者にあっては、 300人）以下の会社

若しくは個人に限る。）

（３） ［略］

（４） 林業を行う法人で林業従事者の組織する団体以外のもの（

会社にあっては、資本金の額若しくは出資の総額が 1，000万円

以下のもの又は常時使用する従業者の数が 300人以下のものに

限る。）

（５） ［略］

（６） 認定農林漁業者等（林業・木材産業改善措置を実施する者

（当該農林漁業者等が団体である場合におけるその構成員等及

び当該農林漁業者等に係る六次産業化法第５条第４項第２号に

掲げる措置を行う同項に規定する者（以下「促進事業者」とい

う。）を含む。）に限る。）

２ ［略］

（貸付資格の認定）

第６条 ［略］

２ ［略］

据置期間償還期間貸付内容

［略］

５ ［略］

５年以内12年以内６ 六次産業化法第５条第１項の認定

を受けた者が当該認定に係る計画に

従って六次産業化法第10条第１項の

認定総合化事業を実施するのに必要

な六次産業化法第10条第２項に規定

する資金を借り入れる場合

［略］７ １から６までに掲げる貸付内容以

外の場合

据置期間償還期間貸付内容

［略］

５ ［略］

［略］６ １から５までに掲げる貸付内容以

外の場合
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３ ［略］

（担保又は連帯保証人）

第８条 貸付申請者は、法第６条の規定により、担保を提供し、又

は連帯保証人（貸付申請者が林業従事者等又は認定中小企業者の

組織する団体である場合には、原則としてその構成員のうち当該

貸付けによって受益する者（その者が特定されない場合にあって

は、当該団体の役員））を立てなければならない。

２・３ ［略］

（事業の完了、事業実施報告書等）

第11条 ［略］

２ ［略］

３ 前項の場合において、借受者が法人格のない団体又は中小企業

者が組織する団体であるときは、事業実施報告書にそれぞれ個人

別内訳又は中小企業者別内訳を明記し、各人又は各中小企業者の

確認印を押印しなければならない。

４・５ ［略］

３ 前項の規定にかかわらず、知事は、資格認定申請者（個人であ

る場合はその者、法人である場合はその役員又は支社、支店若し

くは営業所の代表者、法人格のない団体である場合は団体の構成

員。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律（平成３年法律第77号。以下「暴力団対策法」という。）第

２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であると認

められる場合又は暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する

暴力団をいう。）若しくは暴力団員が資格認定申請者の経営に実

質的に関与していると認められる場合は、貸付資格を認定しない

ものとする。

４ ［略］

（担保又は連帯保証人）

第８条 貸付申請者は、法第６条の規定により、担保を提供し、又

は連帯保証人（貸付申請者が団体である場合には、原則としてそ

の構成員のうち当該貸付けによって受益する者（その者が特定さ

れない場合にあっては、当該団体の役員））を立てなければなら

ない。

２・３ ［略］

（事業の完了、事業実施報告書等）

第11条 ［略］

２ ［略］

３ 前項の場合において、借受者が法人格のない団体、中小企業者

又は促進事業者が組織する団体であるときは、事業実施報告書に

それぞれ個人別内訳、中小企業者別内訳又は促進事業者別内訳を

明記し、各人、各中小企業者又は各促進事業者の確認印を押印し

なければならない。

４・５ ［略］

別記様式第１号を次のように改める。
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別記様式第３号を次のように改める。
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別記様式第７号を次のように改める。

改正後改正前

様式第５号（第７条関係）

［略］

（報告）

第３条 乙は、事業の完了後20日以内に甲に対し、林業・木材産業

改善資金事業実施報告書を提出するものとする。この場合におい

て、乙が法人格のない団体、中小企業者又は促進事業者が組織す

る団体である場合は、当該事業実施実施書にそれぞれ個人別内訳

、中小企業者別内訳又は促進事業者別内訳を明記し、各人、各中

小企業者又は各促進事業者の確認印を押印するものとする。

２～５ ［略］

［略］

様式第５号（第７条関係）

［略］

（報告）

第３条 乙は、事業の完了後20日以内に甲に対し、林業・木材産業

改善資金事業実施報告書を提出するものとする。この場合におい

て、乙が法人格のない団体又は中小企業者が組織する団体である

場合は、当該事業実施報告書にそれぞれ個人別内訳又は中小企業

者別内訳を明記し、各人又は各中小企業者の確認印を押印するも

のとする。

２～５ ［略］

［略］
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附 則

この告示は、公表の日から施行する。
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